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 １．計画の基本事項                             

 

（１）計画策定の趣旨                               

近年、南海トラフ地震の発生が危惧されていることや、台風の巨大化や集中豪雨の

多発により被害が甚大化する傾向であることなどから、本市においても大規模自然災

害に対する事前防災・減災の取組を進めていくことが重要となっている。 

こうした中で、平成２５年１２月、東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、必要

な事前防災・減災その他迅速な復旧・復興に資する施策を総合的かつ計画的に実施す

ることが重要であるとして、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減

災等に資する国土強靱化基本法（以下「国土強靭化基本法」という。）」が成立・施

行された。 

また、国土強靱化基本法の成立・施行を受け、平成２６年６月、国土強靱化に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「国土強靱化基本計画」を閣議決定す

るとともに、都道府県や市町村による国土強靱化にかかる計画策定の指針となる「国

土強靱化地域計画策定ガイドライン」が策定された。 

国土強靱化を実効あるものとするためには、国における取組のみならず、地方公共

団体や関係機関が連携して取組を進めることが不可欠であり、国土強靭化基本計画の

策定に引き続き、地方公共団体においても国土強靱化地域計画を策定し、国と地方が

一体となって国土強靱化の取組を進めることが重要である。 

こうしたことから、本市においても国土強靭化基本計画及び三重県国土強靭化地域

計画を踏まえ、大規模自然災害に対する脆弱性を評価し、事前に的確な取組を進めて

いくため、亀山市国土強靭化地域計画（以下「本計画」という。）を、令和２年１月に

策定し、令和３年３月に一部改訂したが、令和６年能登半島地震の教訓および国土強

靱化のイノベーションを踏まえるとともに、三重県国土強靭化地域計画（令和５年３

月一部改訂）との調和を図るために、さらに一部見直しを行った。 

 

（２）計画の位置付け                                

 本計画は、国土強靱化基本法第１３条に基づく国土強靭化地域計画であり、分野

別・個別計画の国土強靭化に関する施策の指針となるものである。 

 

（３）計画の期間                                 

 本計画は、概ね１０年先を見据えた計画とし、国土強靭化に関する今後の取組の方針

等を示すものとするが、今後、必要に応じて、他計画の策定等に併せ内容を見直すこと

とする。
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２．亀山市の国土強靭化の基本的な考え方                      

 

 （１）亀山市の国土強靭化の役割                         

多様な大規模自然災害で想定されるリスクを特定し事前に備えておくことで、市

民の生命や財産を守り、市民の社会経済活動を維持するとともに、迅速な復旧復興

を可能にする。 

 

 （２）亀山市の地域特性                             

  ➀ 位置・地勢・面積 

   本市は、三重県の中北部に位置し、隣接する津市や四日市市、鈴鹿市からは２０

ｋｍ圏内に名古屋市から約５０ｋｍ、大阪から約１００ｋｍに位置している。 

   総面積は、１９１．０４ｋ㎡であり東西方向の延長は約２１ｋｍ、南北方向の延

長は約１７ｋｍであり、地目別民有割合は、山林が５０.３％、田畑２６.２％、宅

地１３.１％、その他１０.４％となっており、北西部には、標高５００ｍから９００ｍ

前後の鈴鹿の山々が南北に走り、そこから東方面にかけては、傾斜面の丘陵地や台

地が形成され、伊勢平野へと続き、本地域中央部には、加太川や安楽川を支流とす

る鈴鹿川と中ノ川が東西に流れ、伊勢湾へ注いでいる。 

   また、本市は、鈴鹿山麓を含み山脈南東地域に位置し西部の大部分は山地地形で、

その谷間を中心に集落を形成し、北西部は比較的急峻な山地地形となり、崩壊（跡）

地が多く認められる。 

   それ以外は丘陵地形を呈しており、丘陵地部ではゴルフ場・工業団地・住宅団地

の大規模造成も何箇所かで行われている。 

   鈴鹿山脈に源を発する鈴鹿川水系は、山地、丘陵地及び台地を侵食し、東に流下

しており、これらの河川沿いでは沖積低地～台地といった平野地形が広がり、低地

部では主に水田に、台地部では畑地や集落といった土地利用となっており、特に北

東部では、団地造成による宅地開発が進み、人口集中地域を形成している。 

   市街地部も鈴鹿川左岸の台地部に当たり、古くから城下町、宿場町として栄えた

地区である。 

 

➁ 気候 

 年間平均気温は１５.８℃、冬季（１２月～２月）の平均気温は４.２℃と温暖で、

年間降水量１,８５７ｍｍ、風は、５月から８月にかけては他の月と比較して南東よ

りの風が多く、その他の月は西北西（西から北西）の風となっている。（平成３１

年４月１日現在観測値） 

 冬季の西風は、地形の影響もあり比較的強く、これに反し夏季の南東風は比較的

弱く、温度高く蒸し暑い日が多い。 
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  ➂ 災害の特徴 

  （ア）土砂災害 

   本市では、山地・丘陵地・段丘崖といった斜面が多く存在し、人家が近接する急

傾斜地崩壊危険箇所も多く存在する。 

   したがって、豪雨時並びに地震時に崩壊した際には、人家等に被害を及ぼす可能

性は高いと考えられる。 

   また、北西部の山地部では、風化花崗岩の表層崩壊地が多数分布しており、潜在

的に崩壊・土砂流出の危険性を持っている地域である。 
   

（イ）液状化災害 

   本市では、既存文献より１８９１年の濃尾地震により、太岡寺町付近で液状化履

歴が判明している。 

   また、住宅地やゴルフ場の造成が多くみられる箇所では埋谷堆積物・渓床堆積物

上の高盛土地があり、やや液状化しやすいと推定される。 

   一方、鈴鹿川・安楽川を始めとする河川沿いの沖積層上に高盛土してある道路等

では液状化しやすいと推定される。 
  

 （ウ）地震動災害 

   本市においては、丘陵地域を大規模に造成したゴルフ場や団地が何箇所もあるが、

こういった造成地のうち谷を埋めた盛土部は、地震時に被害の発生しやすい地盤の

１つである。 

   また、鈴鹿川、安楽川、中ノ川の各河川沿いの低地部、特に高盛土部においても

地震動は増幅されやすいと推定される。 

   なお、本市は、東名阪自動車道、伊勢自動車道、新名神高速道、名阪国道、国道

１号、国道２５号、国道３０６号等の主要幹線道路が交差しており、それらの幹線

が、地震により、交通障害も予想される。 
  

 （エ）風水災害 

   本市では、過去に鈴鹿川、安楽川、御幣川が氾濫や土砂流出を繰り返していた。 

   しかし、近年においては、治水・砂防対策の進行により、このような大河川での

氾濫は少なくなり、椋川右岸に位置する新椿世町（椿亀川合流部）や東御幸町や北

鹿島町で排水不良による被害が発生しており、外水氾濫から小河川や排水路の内水

氾濫による被害へ変化してきている。 

   一方、土砂災害も、一部で履歴が確認されている他、市内には山地・丘陵地・段

丘地・段丘崖といった斜面が広い範囲を占め、人家が接近する急傾斜地崩壊危険箇

所も多く存在する。 
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  ➃ 市域における既往災害 

  （ア）県内及び市域に影響を及ぼした主要な地震 

西暦 和暦・月 地震名 規模（Ｍ） 

１４９８ 明応７年９月 東海道全域 ８.２～８.４ 

１６０５ 慶長９年２月 慶長地震 ７.９ 

１７０７ 宝永４年１０月 宝永地震 ８.６ 

１８５４ 安政１年７月 伊賀上野地震 ７ 

１８５４ 安政１年１２月 安政東海地震 ８.４ 

１８９１ 明治２４年１０月 濃尾地震 ８.０ 

１８９９ 明治３２年３月 紀伊大和地震 ７.０ 

１９４４ 昭和１９年１２月 東南海地震 ７.９ 

１９４６ 昭和２１年１２月 南海地震 ８.０ 

１９５２ 昭和２７年７月 吉野地震 ６.７ 

２００４ 平成１６年９月 紀伊半島沖地震 ７.４ 

２００７ 平成１９年４月 三重県中部を震源とする地震 ５.４ 
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  （イ）市域に影響を及ぼした風水害 

西暦 和暦・月 災害の要因 災害の概要 

１６６０ 万治３年７月 暴風雨 暴風雨による被害 

１６９５ 元禄８年５・８月 水害 洪水被害 

１７００ 元禄１３年 洪水 大水により太岡寺縄手堤決壊 

１７７１ 明和８年７月 水害 亀山領内水害で８人死亡 

１７７９ 安永８年７月 水害 領内水害で６９５０石の被害 

１７８２ 天明２年６月 暴風雨 暴風雨で領内に９５９５石の被害 

１７８７ 天明７年６月 暴風雨 領内に暴風雨 

１７８８ 天明８年５月 暴風雨 領内に水害 

１７９８ 寛政１０年 大雨 領内に大雨 

１８０２ 享和２年６月 水害 領内に水害 

１８３７ 天保８年８月 暴風雨 暴風雨で西之丸東南隅櫓倒壊など被害多大 

１９１３ 大正２年１０月 大洪水 大洪水で鈴鹿川堤防寸断、和田で１人溺死 

１９１５ 大正４年８月 台風 台風襲来(最大風速２７．５ｍ・雨量１２４.５ｍｍ) 

１９３４ 昭和９年９月 室戸台風 橋梁流出や田畑冠水等被害 

１９５３ 昭和２８年９月 台風１３号 堤防の決壊や田畑の冠水等被害 

１９５９ 昭和３４年８月 台風７号 家屋全半壊１８戸、浸水(床上１６９、床下２５６) 

１９５９ 昭和３４年９月 伊勢湾台風 
瞬間最大風速４１.６ｍｍ  
雨量３１０.７ｍｍ  家屋全半壊２３８戸   
床下浸水２５５他(災害救助法適用) 

１９６１ 昭和３６年６月 集中豪雨 白鳥橋流出、家屋半壊３、床上浸水６５他 

１９６１ 昭和３６年９月 第２室戸台風 最大風速３９ｍ、雨量１２４ｍｍ、家屋半壊１９他 

１９７１ 昭和４６年８月 台風２３号 倒壊家屋３、床上浸水２０３他(災害救助法適用) 

１９７１ 昭和４６年９月 台風２９号 ７時～１６時３０分雨量２０３ｍｍ他 

１９７２ 昭和４７年７月 集中豪雨 道路、橋、農地などに被害 

１９７２ 昭和４７年９月 台風２０号 住家全半壊５、施設・農作物に被害 

１９７４ 昭和４９年７月 集中豪雨 
住家全半壊１７、床上床下浸水９３５、田畑約１１０
ｈａが埋没流失５００他(災害救助法適用) 

１９７６ 昭和５１年９月 台風１７号 ７日間の降雨量５６２ｍｍ(４ヶ月分の雨量に相当) 

１９８８ 昭和６３年８月 台風１３号 山下橋流失、国道１号太岡寺地内でがけ崩れ 

２０１２ 平成２４年９月 台風１７号 市内で大きな被害、新椿世(床上浸水９、床下６) 

２０１３ 平成２５年９月 台風１８号 
市内に土木被害及び農地被害等が発生、上加太地区で
累計雨量４０３ｍｍを観測 

２０１４ 平成２６年８月 台風１１号 
県下全域に大雨特別警報が発令 
加太市場で累計雨量５６１ｍｍを観測 

２０１７ 平成２９年１０月 台風２１号 
坂下地区で累計雨量３２８ｍｍ 
浸水被害３件のほか住家および文化財被害等３６件 
道路法面崩落等２９件のほか鉄道敷地内崖崩れ１件 
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（３）地震想定                                

➀内陸活断層型地震 

断層とは地層のある面を境に両側の地面のずれ（食い違い）の見られる地質

現象をいい、そのうち地質年代の第四紀（約２００万年前から現在の間）に繰り

返し活動し、将来も活動する可能性のあるものを活断層という。 

本市には、鈴鹿山麓から関町に位置する明星ヶ岳断層、白木町に位置する白

木断層が南北に走行している。 

両断層は、椋本断層、一志断層、庄田断層等、安濃撓局、風早池断層、小山断

層などを含め、本市から松阪市嬉野町に至る長さ約３３ｋｍに及ぶ布引山地東

縁断層帯（西部）を構成する活断層帯の一部である。 

布引山地東縁断層帯（西部）は、全体が１つの区間として活動されると推定さ

れ、その詳細な活動時期は不明であるが、今後３０年間に地震が発生される可能

性が日本の主な活断層の中ではやや高いグループに属している。 

➁プレート境界型地震 

６８４年以降の過去約１４００年間を見ると、駿河湾から九州沖にまで達する

南海トラフを震源とした大規模地震が約１００～２００年の間隔で発生してお

り、その中でも、これまでに三重県に大きな被害をもたらしてきた地震は、概ね

１００～１５０年周期で発生していることが記録に残されている。 

近年では、昭和東南海地震（１９４４年）、昭和南海地震（１９４６年）がこれ

にあたるが、昭和東南海地震及び昭和南海地震が発生してから約７０年が経過し

ており、南海トラフにおける大規模地震の可能性は、確実に高まってきていると

言える。 

国の地震調査研究推進本部（文部科学省）の発表によると、今後３０年以内に

南海トラフを震源とするＭ８～９クラスの地震が発生する確率は８０％程度と

されている。 

なお、本市を含む三重県全域は、平成２６年３月２８日、「南海トラフ地震防災

推進地域」の指定を受けており、早急な防災対策の基盤整備を行う必要がある。 

  ➂想定地震 

本市に甚大な被害を及ぼすと考えられる地震は、養老－桑名－四日市断層帯、

布引山地東縁断層帯（東部・西部）、頓宮断層を震源とし、局所的な被害を特徴と

する内陸断層型（直下型）地震と、南海トラフ沿いの海域で広域的な被害を特徴

とするプレート境界型地震である。 

特に、南海トラフ地震が発生した場合においては、現在の防災力を遥かに越え

た災害が予想され、県内又は近隣府県の被害も大きく、応援を期待できないこと

が想定される。 
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➃南海トラフ地震 

（ア）南海トラフ地震発生時における震度分布 

【過去最大クラス】 

過去概ね１００年から１５０年間隔でこの地域を襲い、歴史的にこの地域で起こ

りうることが実証されている南海トラフ地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用         

【理論上最大クラス（陸側ケース）】 

あらゆる可能性を科学的見地から考慮し、発生する確率は極めて低いものの理論

上は起こりうる南海トラフ地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用        

亀山市 

亀山市 

鈴鹿市 

鈴鹿市 

四日市市 

四日市市 

津市 

津市 

伊賀市 

伊賀市 
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（イ）南海トラフ地震発生時の被害想定（亀山市域） 

 

三重県地震被害想定調査の要約 

項      目 
単 
位 

南 海 ト ラ フ 地 震 

過去最大 理論上最大 

最大震度 震度 ６弱 ６強 

建物全壊・焼失棟数 棟 約５０ 約１,４００ 

死者数 人 ５未満 約８０ 

負傷者数＊( )内重傷者数 人 
約９０ 

（５未満） 
約９００ 

（約１００未満） 

避難者数 人 ６,３００ １２,０００ 

帰宅困難者数 人 １２,０００(うち鈴鹿市から５,５００) 

建物倒壊等による自力脱出困難者 人 約２０ 約３００ 

上水道(断水率) ① ％ ９２－８９－４５ ９９－９６－６６ 

下水道(機能支障率) ② ％ ３－８１－０ ６－８２－２ 

電力(停電率) ③ ％ ８９－８０－０ ８９－８０－０ 

固定電話(普通回線率) ④ ％ ８９－８０－０ ８９－８１－０ 

携帯電話(停波基地局率) ⑤ ％ ０－８０－０ １－８１－０ 

ガス(供給停止率) ％ 僅か 僅か 

物資不足(給水) ｔ ２,０６０ ２,９１２ 

物資不足(食料) 食 ０ ６１,８８３ 

物資不足(毛布) 枚 ０ ５５４ 

医療対応力不足数 ⑥ 人 ０－０ １００－５００ 

日常的受療困難者数 ⑦ 人 ３０－３００ ５０－６００ 

住機能支障世帯数 ⑧ 世帯 ４９２ ４,３０９ 

災害廃棄物発生量(瓦礫) ｔ 約１０,０００ 約１００,０００ 

孤立集落発生の可能性 集落 ０ ０ 

備 
 
 
考 

１．①～⑤の数字は、左から「発災直後」中は「１日後」、右は「１週間後」の復旧
率を表す。 

ただし、下水道及び携帯電話については、発災直後の非常用発電機の稼働及
び燃料切れによる機能停止が考慮され、発災１日後に被害率が上昇している。 

２．⑥及び⑦に記載された、「１００-５００」の数字は、左が「入院」、右が「外来」
の人数を表す。 

３．⑧は、発災後１カ月以降の世帯数を表す。 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用 
※本市の地形的特性を踏まえ、孤立する恐れが発生する集落として亀山市地域防災計画第２章第１
節第４項２に記述の５地域の追記修正要望を県に提出済 
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（ウ）南海トラフ地震による液状化 

いずれのクラスの地震でも、液状化危険度が極めて高い範囲の県内の分布傾向は

ほとんど変わらない。 

また、液状化危険度が極めて高い範囲は、新しい時代の堆積物が厚く堆積してい

る伊勢平野内の伊勢湾岸部に集中している。 

 

【過去最大クラス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用      

 

【理論上最大クラス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用      

 

亀山市 

亀山市 

鈴鹿市 

鈴鹿市 

四日市市 

四日市市 

津市 

津市 

伊賀市 

伊賀市 
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➄内陸活断層地震 

（ア）内陸活断層地震発生時における震度分布 

【養老－桑名－四日市断層帯】 

養老－桑名－四日市断層帯は、養老山地の東縁に発達する活断層帯で、岐阜県垂井町 

から四日市市まで、ほぼ養老山地と濃尾平野の境界及び養老山地の南に続く丘陵地の

東縁に沿って延びる、長さ約６０㎞の断層帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用        

【布引山地東縁断層帯(東部)】 

布引山地東縁断層帯は、三重県の北部から中部にかけて、布引山地と伊勢湾の間に位

置する活断層で、布引山地東縁断層帯東部は、鈴鹿市から、津市、松阪市などを経て多

気町に至る長さ約４８㎞の西側隆起の逆断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用        

鈴鹿市 

鈴鹿市 

亀山市 

亀山市 

四日市市 

四日市市 

津市 

津市 

伊賀市 

伊賀市 
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【布引山地東縁断層帯(西部)】 

布引山地東縁断層帯は、三重県の北部から中部にかけて、布引山地と伊勢湾の間に位

置する活断層で、布引山地東縁断層帯西部は、亀山市から、津市久居、松阪市嬉野町に

至る長さ約４８㎞の西側隆起の逆断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年３月三重県被害想定調査より引用         

【頓宮断層】 

頓宮断層帯は、滋賀県南部から三重県西部に分布する活断層で、滋賀県甲賀市水口町

から三重県伊賀市(旧上野)を経て伊賀市青山町に至る長さ約３１㎞で、ほぼ南北方向に

延び、相対的に東側が隆起する逆断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用         

 

 

鈴鹿市 

伊賀市 

亀山市 

津市 

四日市市 

鈴鹿市 

亀山市 

四日市市 

伊賀市 
津市 
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（イ）内陸活断層地震発生時の被害想定（亀山市域） 

【想定震度と建物被害】 

項      目 単位 
養老－桑名－四日市
断 層 帯 

布引山地東縁断層帯
（ 東 部 ） 

頓 宮 断 層 

最大震度 震度 ６強 ６強 ６弱 

建物全壊・焼失棟数 棟 約２,２００ 約８００ 約５０ 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用 

【人的被害】 

項      目 単位 
養老－桑名－四日市
断 層 帯 

布引山地東縁断層帯
（ 東 部 ） 

頓 宮 断 層 

死 者 数 人 約１００ 約４０ ５未満 

負傷者数 

＊( )内重傷者数 
人 

約１,１００ 
(約２００) 

約６８０ 
(約８０) 

約７０ 
（５未満） 

 「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用 

【想定罹災者数】 

平成１８年３月三重県計画より引用 

【想定避難者及び帰宅困難者数】 

項      目 単位 
養老－桑名－四日市
断 層 帯 

布引山地東縁断層帯
（東  部） 

頓 宮 断 層 

避 
難 
者 
数 

冬 の ５ 時 人 ６１ ５１ １９ 

冬 の １ ８ 時 人 ６５ ５４ １９ 

春 夏 秋 の 昼 人 ６５ ５４ １９ 

帰 宅 困 難 者 数 人 １,４３０ １,４３０ ２,０９２ 

平成１８年３月三重県計画より引用 

 

＊ 本被害想定については、平成２６年３月に発表された「三重県地震被害想定調査（平成２５年度）」

及び「三重県地域防災計画（平成１８年修正）」に記載された、当市における想定される被害の内容

を引用し、整理して記載したものである。 

 

 

 

 

項      目 単位 
養老－桑名－四日市
断 層 帯 

布引山地東縁断層帯
（東  部） 

頓 宮 断 層 

罹
災 
者
数 

冬 の ５ 時 人 ３１,３２６ ３４,７２２ ３２,１２７ 

冬 の １ ８ 時 人 ３１,３２６ ３４,７２４ ３２,１２７ 

春 夏 秋 の 昼 人 ３１,３２７ ３４,７２４ ３２,１２７ 
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（ウ）内陸活断層地震による液状化 

【養老－桑名－四日市断層帯・布引山地東縁断層帯（東部）】 

いずれも、伊勢平野内の伊勢湾岸沿部に、液状化危険度が極めて高い範囲が広がっ

ている。 

養老－桑名－四日市断層帯         布引山地東縁断層帯（東部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用   「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用 

 

【頓宮断層】 

伊賀地域内の断層近傍だけではなく、伊勢湾沿岸部にも、液状化危険度が極めて高 

い範囲が広がっている。 

頓宮断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「三重県被害想定調査(平成２５年度)」より引用 

 

 

 

亀山市 
亀山市 

鈴鹿市 

四日市市 

鈴鹿市 

四日市市 

鈴鹿市 

四日市市 

亀山市 

津市 

津市 津市 伊賀市 伊賀市 

伊賀市 
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（４）風水害ハザードの分布                             

①浸水想定区域（河川・想定最大規模） 

 鈴鹿川、安楽川、椋川等の河川沿いに浸水想定区域が分布している。多くは農地等

に分布しているが、亀山駅付近や川合町等の市街地にも広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②浸水想定区域（ため池） 

 市内には多くの防災重点農業用ため池が存在している。特に関宿周辺に多く存在し

ており、浸水想定区域が関宿に広く分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「国土数値情報」より引用 

「亀山市ため池ハザードマップ」より引用 
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③土砂災害（特別）警戒区域・土砂災害危険個所 

 山地・丘陵地・段丘崖といった斜面が多く存在する本市の地形特性から、土砂災害

（特別）警戒区域及び土砂災害危険個所が市域に広く分布している。特に、山間部に

位置する集落では多くの家屋が区域上に立地している。 

 「国土数値情報」より引用 
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（５）地区別の災害リスク                            

地震想定や風水害ハザード情報を基に、４３の地区ごとに災害リスクを整理した。

その結果は次のとおりである。 
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地区別の災害リスクの概要 

No 地区名 概要 

1 城西地区 災害危険度は低い。 

2 野村地区 建物密集地が存在しており、火災延焼のリスクがある。 

3 城東地区 
崖沿いに急傾斜地崩壊危険区域が分布しており、土砂災害のリス

クがある。 

4 御幸地区 
鈴鹿川の浸水想定区域が広く分布しており、浸水被害が懸念され

る。 

5 城北地区 災害危険度は低い。 

6 北東地区 建物密集地が存在しており、火災延焼のリスクがある。 

7 椿世地区 
椋川の浸水想定区域に住宅地が形成されており、浸水被害が懸念

される。 

8 本町地区 建物密集地が存在しており、火災延焼のリスクがある。 

9 上野・小下地区 災害危険度は低い。 

10 鹿島地区 
南鹿島区域に鈴鹿川の浸水想定区域が分布しており、浸水のリス

クがある。 

11 阿野田地区 災害危険度は低い。 

12 菅内地区 
中野区域に鈴鹿川の浸水想定区域が分布しており、浸水のリスク

がある。 

13 南部地区 建物密集地が存在しており、火災延焼のリスクがある。 

14 天神・和賀地区 災害危険度は低い。 

15 昼生西地区 （三寺・中庄・神向谷等） 災害危険度は低い。 

16 昼生東地区 （下庄・出屋・弘法寺等） 災害危険度は低い。 

17 太森地区 
太田区域に安楽川の浸水想定区域が分布しており、浸水被害が懸

念される。 

18 長明寺・田村地区 災害危険度は低い。 

19 能褒野地区 災害危険度は低い。 

20 川崎地区 建物密集地が存在しており、火災延焼のリスクがある。 

21 みずきが丘 災害危険度は低い。 

22 みどり・みずほ台地区 災害危険度は低い。 

23 川合東・井田川地区 
椋川の浸水想定区域に住宅地が形成されており、浸水被害が懸念

される。 

24 川合西地区 （国道３０６号以西） 
長妻池の浸水想定区域が存在するが、耐震整備済のため災害危険

度は低い。 

25 和田・井尻地区 災害危険度は低い。 

26 栄町地区 災害危険度は低い。 

27 辺法寺地区 
安楽川の浸水想定区域や土砂災害警戒区域が存在しており、浸水

や土砂災害のリスクがある。 

28 両尾・安坂山地区 
安楽川の浸水想定区域や土砂災害警戒区域が存在しており、浸水

や土砂災害のリスクがある。 

29 池山・坂本地区 
土砂災害警戒区域が広く存在しており、土砂災害のリスクがあ

る。 

30 小川地区 
急傾斜地崩壊危険区域が広く分布しており、土砂災害のリスクが

ある。 

31 白木地区 
土砂災害警戒区域が広く存在しており、土砂災害のリスクがあ

る。 

32 神辺東地区 （太岡寺・布気） 災害危険度は低い。 

33 神辺西地区 （小野） 災害危険度は低い。 

34 神辺南地区 （山下・木下） 災害危険度は低い。 
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35 白木一色地区 
土砂災害警戒区域が広く分布しており、土砂災害の被害が懸念さ

れる。 

36 関北部地区 （会下・泉ヶ丘等） 災害危険度は低い。 

37 関宿周辺地区 
関宿一帯の建物が密集しており、火災延焼が懸念される。また、

新池等の浸水想定区域が分布しており、浸水のリスクがある。 

38 関東部地区 （関町小野・東新田等） 鈴鹿川の浸水想定区域が分布しており、浸水のリスクがある。 

39 坂下地区 
土砂災害警戒区域が広く分布しており、土砂災害の被害が懸念さ

れる。 

40 関南部地区 災害危険度は低い。 

41 久我周辺地区 
土砂災害警戒区域が広く分布しており、土砂災害の被害が懸念さ

れる。 

42 下加太地区 （市場・向井等） 
加太駅周辺区域では土砂災害警戒区域が、加太川沿いでは浸水想

定区域が存在しており、浸水や土砂災害のリスクがある。 

43 上加太地区 （北在家・中在家・板屋等） 
加太神武区域で土砂災害警戒区域が分布しており、土砂災害のリ

スクがある。 

 

 

【参考：地区別の災害リスクの整理について】 

 

 地区別の災害リスクは、人口分布と災害ハザード情報を掛け合わせ、各地区における 

被害人口等を踏まえた災害の危険度合いを整理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

✕ 

■土砂災害 ・土砂災害（特別）警戒区域 

・地すべり防止区域 

・急傾斜地崩壊危険区域 

■地震災害 ・火災延焼 

・建物倒壊 

人口分布 

災害ハザード情報 

■洪  水 ・河川浸水想定区域 

・ため池浸水想定区域 

・内水氾濫浸水想定区域 

地区別の災害リスクの整理 
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（６）国土強靭化に向けた基本目標                        

国土強靱化とは、国土や経済、地域社会が災害などにあっても致命的な被害を負わ

ない強さと、速やかに回復するしなやかさを持つことを目指すものであることから、

以下の４つの「基本目標」を設定する。 
 

➀基本目標の設定 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 本市及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

３ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること 

４ 本市の迅速な復旧復興を可能にすること 

 

４つの基本目標を基に、令和６年能登半島地震の課題や教訓から、大規模自然災害

を想定してより具体化し、「事前に備えるべき目標」として次の８つの目標を設定す

る。市民の生活・経済に影響を及ぼすリスクとしては、自然災害の他に、大規模事故

やテロ等も含めたあらゆる事象が想定されるが、南海トラフ地震が遠くない将来に発

生する可能性があると予測されていること、地球規模での気候変動に伴う台風の巨大

化や短時間豪雨の増加傾向など、大規模自然災害はひとたび発生すれば、広域な範囲

に甚大な被害をもたらすものとなることから、まずは大規模自然災害を想定した目標

とする。 
 

➁事前に備えるべき目標 

１ 直接死を最大限防ぐ 

２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難

生活環境を確実に確保する 

３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる 

７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復社会・

経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

 

 

※国土強靱化地域計画策定ガイドラインでは、「目標は、原則として国の基本計画に
即して設定する」とされていることから、本市の地域計画の目標（「基本目標」及び
「事前に備えるべき目標」）は、国土強靭化基本計画及び三重県国土強靭化地域計画
との整合を図り設定する。 
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 ３．脆弱性評価                              

 

（１）脆弱性評価の考え方                            

大規模自然災害等に対する脆弱性を評価することは、亀山市の国土強靱化に関す

る施策を策定し、推進する上での必要不可欠なプロセス（国土強靭化基本法第９条

５項）である。 

脆弱性評価に当たっては、まず、市民生活や地域経済に甚大な影響を及ぼすリス

クを設定し、そのうえで、達成すべき目標（「基本目標」及び「事前に備えるべき

目標」）やその目標の妨げとなる事態として、仮に発生すれば市に大きな影響が生

じると考えられる「リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」を設定する

とともに、そのリスクシナリオごとに事態回避に向けた現状の取組を評価する。 

 

 

 

～ 脆弱性評価を通じた施策検討の流れ ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定するリスクの設定 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定  

【脆弱性評価】 

< 事態回避に向けた現行施策の対応力について分析・評価 > 

 

推進すべき施策プログラムの策定 
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（２）脆弱性評価において想定するリスク                      

市民の生活・経済に影響を及ぼすリスクとしては、自然災害の他に、大規模事故

やテロ等も含めたあらゆる事象が想定されるが、南海トラフ地震が遠くない将来に

発生する可能性があると予測されていること、地球規模での気候変動に伴う台風の

巨大化や短時間豪雨の増加傾向など、大規模自然災害はひとたび発生すれば、広域

な範囲に甚大な被害をもたらすものとなることから、国土強靭化基本計画と同様に

大規模自然災害に対象を絞る。 

 

   ➀地震災害 

分類 想定地震 最大震度 

プレート境界型 南海トラフ地震 ６強 

内陸断層型 

養老-桑名-四日市断層帯 ６強 

布引山地東縁断層帯（東部） ６強 

布引山地東縁断層帯（西部） ６強 

頓宮断層 ６弱 

 

➁風水害等 

種類 想定規模 

浸水害 
スーパー台風や集中豪雨等が数時間続くこと

で生じる浸水害 

土砂災害 
記録的な大雨による土砂災害 

地震の揺れによる土砂災害 

 

 （３）令和６年能登半島地震の教訓を踏まえた考え方 

  令和 6 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震の被災地への対口支援を通じて、特

に、地震発生直後、情報伝達や避難誘導などに混乱が生じたことや、既存の防災

行政無線設備が倒壊や停電により十分に機能せず、結果的に各地で「情報弱者」

を発生させたこと、道路や通信インフラの損壊により、救援物資の輸送や情報収

集が妨げられたこと等、被災地における情報収集の困難さや、住民への情報提供

の遅れが、大きな課題であったことを教訓として、本市の防災対策を講じる必要

がある。 

 

① 多様な手段による情報発信 

・スマートフォンアプリの開発・普及: 地震速報、避難情報、ライフライン情報な

どをリアルタイムで通知する専用アプリを開発し、市民への普及を図る。 

・防災情報ウェブサイトの充実: 市ホームページ内に防災情報専用のページを設け、
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ハザードマップ、避難場所や避難所、防災グッズの準備など、必要な情報を分か

りやすくまとめる。 

・多言語対応: 外国人住民向けに、多言語による防災情報を提供する。 

 

② 情報収集・共有体制の強化 

・ドローンを活用した災害状況把握: 災害発生直後にドローンを飛ばし、被災状況

を迅速に把握する。 

・関係機関との情報共有: 消防、警察、電力会社など、関係機関とリアルタイムで

情報を共有できる体制を構築する。 

 

③ 防災教育・啓発 

・防災に関する講座の開催: 地震、風水害、火災など、様々な災害に対応できるよ

う、防災に関する講座を開催する。 

・防災訓練の実施: 指定公共機関等と連携し、定期的に避難訓練や応急手当訓練を

実施し、実践的な防災力を養う。 

・ハザードマップの周知徹底: ハザードマップを配布し、自宅や職場周辺の危険箇

所の認識を共有する。 

・避難行動要支援者等への個別対応: 分かりやすい防災情報を提供するとともに、

避難支援を行う。 

 

④ インフラの強化 

・ライフラインの耐震化: 上水道、下水道、電気、ガスなどのライフライン施設の

耐震化を推進する。 

・防災拠点の整備: 災害発生時に住民が避難し、物資の供給や情報収集が行えるよ

うな防災拠点を整備する。 

・通信インフラの強化: 災害時に通信が途絶えないよう、通信インフラの強化を図

る。 

 

⑤ 地域コミュニティの活性化 

・自主防災組織の支援: 自主防災組織の活動を支援し、防災意識の向上を図る。 

・地域防災計画の見直し: 地域の実情に合った防災計画を策定（改訂）し、避難行

動や避難所運営を含めた住民参加型の防災訓練を実施する。 

・防災リーダーの育成: 地域住民（外国人含む）の中から防災リーダーを育成し、

地域防災の核となる人材を育成する。 
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（４）リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定                     

   国においては、事前に備えるべき８項目の目標の達成の妨げとなる事態として、

３５項目のリスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）＜仮に発生すれば、

致命的な影響が生じると考えられる事態＞を設定している。 

国土強靭化地域計画策定ガイドラインでは、「地域計画のリスクシナリオ（起

きてはならない最悪の事態）については、国土強靭化基本計画で設定している３

５項目の事態を参考にしつつ、地域の特性を踏まえて設定する」とされているこ

とから、国土強靭化基本計画で設定された３５項目のリスクシナリオ（起きては

ならない最悪の事態）及び、三重県の地域計画で設定された４２項目のリスクシ

ナリオ（起きてはならない最悪の事態）を本市の実情に応じて整理し、令和６年

能登半島地震の教訓を踏まえて、P19（６）②において設定した「事前に備えるべ

き目標」８項目に対して、次のとおり４０項目のリスクシナリオ（起きてはなら

ない最悪の事態）を設定する。 
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リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

基本目標 事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

Ⅰ．人命の
保護が最大
限図られる
こと 
 
 
 
Ⅱ．本市及
び地域社会
の重要な機
能が致命的
な障害を受
けず維持さ 
れること 
 
 
 
Ⅲ．市民の
財産及び公
共施設に係
る被害の最
小化が図ら
れること 
 
 
 
Ⅳ．本市の
迅速な復旧
復興を可能
にすること 
 
 

1 直接死を最大限防ぐ 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数
が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災
による多数の死傷者の発生 

1-3 
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の
死傷者の発生 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-5 避難行動の遅れに伴う多数の死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療活動等が迅
速に行われるとともに、被
災者等の健康・避難生活環
境を確実に確保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・
エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶
対的不足 

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2-5 
想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）の
発生、混乱 

2-6 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶
による医療機能の麻痺 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-8 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者
の健康状態の悪化・死者の発生 

3 
必要不可欠な行政機能は確
保する 

3-1 被災による行政機能の大幅な低下による治安の悪化 

3-2 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

3-3 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 
必要不可欠な情報通信機
能・情報サービスは確保す
る 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・
伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 
経済活動を機能不全に陥ら
せない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェ
ーンの維持への甚大な影響 

5-3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4 
基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚
大な影響 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

5-6 
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な
影響 

6 

ライフライン、燃料供給関
連施設、交通ネットワーク
等の被害を最小限に留める
とともに、早期に復旧させ
る 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス
供給、石油・ LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる
機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

7 
制御不能な複合災害・二次
災害を発生させない 

7-1 
地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者
の発生 

7-2 沿線･沿道の建物倒壊に伴う閉塞及び交通麻痺 

7-3 
ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積
した土砂の流出による多数の死傷者の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 
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7-5 農地・森林等の被害による土地の荒廃 

8 

社会・経済が迅速かつ従前
より強靱な姿で復興できる
条件を整備する 
 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅
に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等 （専門家、コーディネーター、労働者、
地域に精通した技術者等）の不足により復興が大幅に遅れる
事態 

8-3 
広域地盤沈下、液状化等による広域･長期にわたる浸水被害
の発生により復興が大幅に遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊
等による有形・無形の文化の衰退・損失 

8-5 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進
まず、復興が大幅に遅れる事態 

8-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産
等による市内経済等への甚大な影響 
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（５）脆弱性評価の結果                             

 前項で設定した４０のリスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）ごとに評価

した結果の概要は、以下のとおりである。 

 

１ 直接死を最大限防ぐ 
１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設

の倒壊による多数の死傷者の発生 

〇小中学校、医療施設、社会福祉施設、社会体育施設その他の公共施設など不特定

多数が集まる施設は、災害時における避難場所や避難所、災害対策の拠点施設と

して利用されることが想定されることから、耐震化や火災予防を図る必要があ

る。 

〇不特定多数の者が利用するホテル、物販店舗等の大規模建築物について、耐震化

の促進や火災予防を図る必要がある。 

〇地震発生時における人的被害の軽減及び避難路確保のため、倒壊のおそれのあ

る旧耐震基準（昭和５６年５月３１日以前建築）により建築された木造住宅の耐

震化を促進する必要がある。 

〇市街地再開発により、施設の耐震性向上や避難路の確保を行う必要がある。 

〇避難路における建物やブロック塀などの倒壊による被害や通行不能を回避する

ため、避難路周辺における住宅・建築物やブロック塀の耐震化をはじめ、狭あい

道路の解消、屋外広告板や窓ガラス等の落下防止対策を促進する必要がある。 

〇空き家は地震による倒壊等により避難路の閉塞や災害など二次災害に繋がるお

それがあるため、平時から空き家対策を行う必要がある。 

〇地震発生時における人的被害の軽減のため、より多くの市民が家具や冷蔵庫等

の転落防止策を講じるよう促進する必要がある。 

〇地震発生時において消火栓が使用できないことが想定されることから、耐震性

貯水槽等の整備を図る必要がある。 

〇大規模地震が発生した場合に、避難場所や活動拠点として利用できる公園等の

整備及び公園施設の適切な長寿命化対策を進める必要がある。また、大規模盛土

造成地で、盛土の活動崩落による住宅被害を防ぐため、定期的な点検により状況

を把握するとともに、必要に応じて対策を講じる必要がある。 

 

 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の

死傷者の発生 

〇小中学校、医療施設、社会福祉施設、社会体育施設その他の公共施設など不特定

多数が集まる施設は、災害時における避難場所や避難所、災害対策の拠点施設と
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して利用されることが想定されることから、耐震化や火災予防を図る必要があ

る。 

〇不特定多数の者が利用するホテル、物販店舗等の大規模建築物について、耐震化

や火災予防を図る必要がある。 

〇地震発生時において消火栓が使用できないことが想定されることから、耐震性

貯水槽等の整備を図る必要がある。 

〇亀山駅周辺の市街地再開発により、不特定多数の者が利用する防災拠点として

の機能を有する施設整備を図る必要がある。 

 

 

１－３ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

〇防災マップを作成・配布し、浸水想定区域等やその避難場所や避難所及び避難経

路等を、予め市民に周知・浸透させるとともに、実際の避難行動に繋がるよう、

防災訓練や防災教育、出前講座の実施等を通じて、市民の防災意識の向上を図る

必要がある。 

〇自助・共助の重要性について、市民一人ひとりや地域での意識を一層高め、それ

ぞれが自らを守ることができるよう、自発的な地域の防災活動計画の策定を促

進する必要がある。 

〇気象予警報、洪水予報等の河川情報、流域の雨量や河川水位情報等を迅速かつ的

確に把握し、登録制メールや緊急速報メール、ホームページ等、様々な媒体を通

じて、適時避難情報を発信できる体制を整える必要がある。 

〇排水機能を強化するため、関係機関との連携のもと、河川や排水路・ため池等の

整備を図るとともに、堤防補強や河道掘削等の河川整備を河川管理者（国・県）

に働きかけていく必要がある。 

 

 

１－４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

〇土砂災害（特別）警戒区域などの土砂災害の危険箇所を、予め市民に周知・浸透

させるとともに、実際の避難行動に繋がるよう、防災教育や出前講座、防災訓練

等を通じて市民の防災意識の向上を図っていく必要がある。 

〇県など関係機関に対し、土砂災害警戒区域等の指定と、危険箇所における安全対

策を促していく必要がある。 

〇土壌雨量指数や土砂災害警戒情報の発令状況等を迅速かつ的確に把握し、登録

制メールや緊急速報メール、ホームページ等、様々な媒体を通じて、適時避難情

報を発信できる体制を整える必要がある。 

〇自助・共助の重要性について、市民一人ひとりや地域での意識を一層高め、それ
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ぞれが自らを守ることができるよう、自発的な地域の防災活動計画の策定を促

進する必要がある。 

 

 

１－５ 避難行動の遅れに伴う多数の死傷者の発生 

〇災害時に迅速かつ確実に情報収集・伝達を行うことができるよう、災害対策本部

機能・体制の確保・強化を図る必要がある。 

〇災害時において迅速かつ的確な情報収集及び情報伝達を行うことができるよ

う、老朽化する防災行政無線など既存の情報収集・伝達手法を見直し、総合的な

防災情報伝達システムを構築していく必要がある。 

〇災害情報をより多くの市民に伝えることができるよう、登録制メール等の加入

者を増やしていく必要がある。 

〇災害情報や被災情報などを保護者及び小学校、中学校、幼稚園、保育所、認定こ

ども園へ伝達するため、ＩＣＴの利用を進める必要がある。 

 

 

２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環

境を確実に確保する 
２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー

供給の停止 

〇発災直後に地域で自活する備えとして、水や食料など個人備蓄に係る意識の浸

透と定着を目指して、啓発活動を実施する必要がある。 

〇防災資機材や備蓄品の充実を図るとともに、避難所への円滑な物資供給のため

備蓄倉庫を整備する必要がある。 

〇災害時応援協定の締結等により、民間事業者等との災害時における広域連携・支

援体制を充実させていく必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに複数の支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化対

策や橋梁長寿命化対策をする必要がある。 

〇災害時に想定される広域断水等の被害を最小限に抑えるため、送配水管のルー

プ化を図るとともに、水源地から災害対策本部や避難所等の重要施設をつなぐ

基幹管路や上水道施設などの耐震化を図る必要がある。 

〇浸水想定区域にある水道施設の浸水被害を防止するため、その対策を検討して

いく必要がある。 

〇物資の搬送や救助作業を迅速に行うため、ヘリポートや緊急輸送道路を含む道

路ネットワークを確保する必要がある。 
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２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

〇災害時における集落の孤立可能性について把握するとともに、孤立可能性集落

と外部の通信手段を確保しておく必要がある。 

〇台風や集中豪雨等による地域の孤立を防ぐため、代替ルートの確保等の対策を

検討する必要がある。 

〇災害発生時に、集落と幹線道路を結ぶ避難路として重要となる代替えルートの

確保等の対策を検討する必要がある。 

〇物資の搬送や救助作業を迅速に行うため、ヘリポートや緊急輸送道路を含む道

路ネットワークを確保する必要がある。 

 

 

２－３ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

〇常備消防の体制及び車両・資機材、消防施設・設備の整備、消防力の更なる充実

強化の促進を図る必要がある。 

〇地域の安全を確保する消防団活動を継続させるため、消防団への入団促進、活動

環境の整備、装備の改善など消防団活動の更なる充実強化と団員に対する安全

対策を徹底していく必要がある。 

〇消防力の著しい不足が生じた際においても、緊急消防援助隊等の応援部隊との

円滑かつ迅速な消防活動を確保する必要がある。 

〇防災関係機関との連携強化を推進することにより、大規模災害時の災害応急対

策活動体制を充実させる必要がある。 

〇大規模災害時においては、地域住民等による消火活動や救護活動が必要となる

ため、消防・防災訓練及び救急法講習会等を通して、市民の防災力の向上を図る

必要がある。 

 

 

２－４ 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

〇災害医療支援病院である医療センターや、救助活動の拠点となる消防庁舎の機

能が停止しないよう、非常用発電装置の適切な維持管理を行う必要がある。 

〇活動に必要となる燃料を確保するため、災害時応援協定の締結等により、民間事

業者等との災害時における広域連携・支援体制を充実させていく必要がある。 
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２－５ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）の発生、混乱 

〇防災資機材や備蓄品の充実を図るとともに、避難所への円滑な物資供給のため

備蓄倉庫を整備する必要がある。 

〇災害時応援協定の締結等により、民間事業者等との災害時における広域連携・支

援体制を充実させていく必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに複数の支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化対

策や橋梁長寿命化対策をする必要がある。 

〇災害時に想定される広域断水等の被害を最小限に抑えるため、送配水管のルー

プ化を図るとともに、水源地から災害対策本部や避難所等の重要施設をつなぐ

基幹管路や上水道施設などの耐震化を図る必要がある。 

〇浸水想定区域にある上水道施設の浸水被害を防止するため、その対策を検討し

ていく必要がある。 

〇開所時間中に発災し、保護者が迎えにくることができないことを想定し、保育所

等に水、食料などの備蓄をすすめる必要がある。 

 

 

２－６ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機

能の麻痺 

〇災害医療支援病院である医療センターが災害時に機能不全に陥ることのないよ

う、耐震対策の実施や医療従事者の確保に向けた取組を進めるとともに、電源、

水、医薬品等について十分に検討のうえ、平時から確保、又は確保できる体制を

整備する必要がある。また、医療関係機関との連携体制を強化する必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに複数の支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化対

策や橋梁長寿命化対策をする必要がある。 

 

 

２－７ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

〇避難場所・避難所でのノロウイルスやインフルエンザ等の流行に備え、施設の消

毒、避難者の健康状態のチェックや手洗い、うがい、マスクの着用の推奨など、

避難場所・避難所での感染に対する対応の体制を確立するとともに、平時から啓

発や関係用品等の備蓄を行う必要がある。 

〇汚水処理施設や管路について、必要な耐震診断及び耐震化を図る必要がある。 

〇ごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の環境衛生保全のために必要な施設

の耐震化や非常用電源装置の整備を推進する必要がある。 
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２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態

の悪化・死者の発生 

○避難場所・避難所等における生活ニーズに可能な限り対応できるよう、国の「避難所に

おける良好な生活環境の確保に向けた取組指針」等を踏まえ、資機材の準備をすると

ともに、耐震化や老朽化対策も含めた建物改修等を進める必要がある。特に、指定避

難所における非構造部材を含めた耐震対策や老朽化対策による施設の安全確保を優

先して進めるとともに、トイレや自家発電設備、備蓄倉庫の整備、施設のバリアフリー化、

空調設備の整備など、避難場所・避難所等としての防災機能も強化していく必要があ

る。 

○避難場所・避難所等の円滑な運営のため、乳幼児を抱える世帯や女性、高齢者、障が

い者、外国人等も配慮した避難所運営マニュアルの策定を促進する必要がある。ま

た、一般の避難所では生活が困難な避難行動要支援者を受け入れる施設となる福祉

避難所とその運営体制を確保していく必要がある。 

○地区防災計画制度の普及・啓発等により、市民の自発的な防災活動に関する計画策

定を促すとともに、学校や職場、地域の自治組織等を通じ、継続的に防災訓練や防災

教育等を推進する必要がある。 

○避難場所・避難所等で必要となる水、食料、燃料などの必要物資の確保に関し、水道

の応急対策の強化、危機時における地下水、雨水、再生水などの多様な代替水源の

利用に関する検討及び利用機材の普及促進、避難場所・避難所等への円滑な支援物

資輸送を実施するための体制の構築、効率的な災害救援派遣や救援物資の供給など

の後方支援を専門とする人材養成を進め、物資の不足が生活環境の極度の悪化につ

ながらないようにする必要がある。また、被害の小さかった住宅の住民が避難しなくて済

むよう、各家庭や集合住宅単位でも必要な備蓄等を進める必要がある。 

○車中など避難場所・避難所等以外への避難者についても、その把握や支援が円滑に

行えるよう、情報共有等に係る関係市町との連携スキームの構築を推進する必要があ

る。また、迅速な被災者支援のために被災者台帳作成を促進する必要がある。 

○主に災害急性期～亜急性期において、感染症の流行や静脈血栓閉栓症（いわゆるエ

コノミークラス症候群）、ストレス性の疾患が多発しないよう、また、災害亜急性期を過

ぎ、復興の段階に進んだ後も、震災のトラウマ、喪失体験、将来への経済不安、人間関

係やきずなの崩壊が影響を及ぼすメンタルの問題から被災者が健康を害することがな

いよう、保健所、医療関係者、NPO、地域住民等と連携して、中長期的なケア・健康管

理を行う体制を構築していく必要がある。 

○災害時に防災拠点となる庁舎等についても耐震化に加え、再生可能エネルギーや蓄

電池の設置を進め、庁舎の被災による、行政機能の低下を招かないようにする必要が

ある。 

○かかりつけ医が被災した場合や広域避難時においても、他の医療機関で被災者の投薬
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歴等を参照し、適切な処置が行われるようにする必要がある。 

○住家の被害認定調査の迅速化などの運用改善や、発災時に対応すべき事項につい

て、平常時及び発災時に説明会等を通じて的確に周知していく必要がある。また、応急

仮設住宅等の円滑かつ迅速な供給方策、住宅の応急的な修理の促進方策及び復興

まちづくりと連携した住まいの多様な供給の選択肢について、生活環境やコミュニティの

維持、高齢者などの避難行動要支援者世帯の見守り等の観点も踏まえて検討し、方向

性を示していく必要がある。 

○避難場所・避難所等から仮設住宅、復興住宅へのように、被災者の生活環境が大きく

変化することにより生じる各種課題に対応し、被災者がそれぞれの環境の中で安心した

日常生活を営むことができるよう、孤立防止等のための見守りや、日常生活上の相談

支援、生活支援、住民同士の交流の機会等を提供していく必要がある。 

 

 

３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 被災による行政機能の大幅な低下による治安の悪化 

○被災による行政機能の低下防止に向け、実災害を想定した実戦的な訓練や関係

機関との合同訓練の実施による災害対処能力の向上、防災関係機関等相互の連

携強化を図り、治安の悪化に対応する体制づくりを進める必要がある。 

〇自主防災組織の研修・訓練等の充実強化を図るなど、ソフト対策を組み合わせ、

体制、人材等の向上を図る必要がある。 

〇災害時においても地域コミュニティが維持されるよう、平時から地域まちづく

り協議会における自立したまちづくり活動を活性化させる必要がある。 

 

 

３－２ 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

○交通情報を集約し、迅速かつ的確な交通規制を実施するなど、道路交通の混乱を

最小限に抑える体制を確立する必要がある。また、一般道路利用者に対する交通

情報の一元的な提供等により、安全かつ円滑な道路交通を確保する必要がある。 

 

 

３－３ 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

〇災害対策拠点となる市庁舎の機能不全は、事後すべての局面に対する回復速度

に直接的に影響することから、いかなる大規模災害時においても必要な機能を

維持できるよう対策を講じる必要がある。 

〇災害対策本部の代替施設となる消防庁舎がその機能を発揮できるよう対策を講

じる必要がある。 
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〇災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電・断水を想定した

庁舎自家発電施設の燃料や水の確保方策について、再点検も含め、必要な検討・

対策を行う必要がある。 

〇災害発生時に迅速な対応を行うことができるよう、災害対策本部「活動マニュア

ル」の継続的な見直しを行うとともに、職員の災害対応能力の向上を図る必要が

ある。 

〇大規模災害発生時における災害対策活動に加え、通常業務のうち継続又は早期

復旧の必要がある業務を、非常時優先業務として実施する体制を確保するため、

業務継続計画（ＢＣＰ）を適宜見直しする必要がある。 

〇市役所や避難所、医療施設、社会福祉施設、その他の公共施設の災害活動拠点の

非構造部材も含めた耐震化を図る必要がある。 

〇地震発生時においても病院機能を維持するため、災害医療支援病院である医療

センターにおいて医療機器等の耐震対策を図っていく必要がある。 

〇汚水処理施設や管路について、必要な耐震診断及び耐震化を図る必要がある。 

〇環境衛生保全のために必要なごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の長寿

命化及び強靭化を図る必要がある。 

○災害時に迅速な対応ができるよう、災害対策本部「活動マニュアル」の検証を行う。ま

た、災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電・断水を想定した

庁舎自家発電施設の燃料や水の確保について、必要な検討を行う。さらに、災害発生

時において被災者台帳を迅速に作成し利用できる体制確保を検討する必要がある。 

○災害対応業務の増加や、職員や家族の被災、交通麻痺等で職員が庁舎に参集できな

いことにより、行政機能が損なわれることを回避するため、連絡手段や参集途上での情

報収集・伝達手段の確保等を図るとともに、専門家等の有するスキル・ノウハウや施設

設備、組織体制等の活用を図り、さまざまな事態を想定した教育及び訓練等を継続す

る必要がある。 

○職員の不足に対応するため、地方公共団体間の相互応援協定の締結等、外部からの

支援受入れによる業務継続体制を強化する必要がある。 

○災害復旧を効率的・効果的に行うための全体的な復旧に係る取組・手順等を共有し、

災害からの復旧復興施策や発災時の被災者支援の取組を行う対応力を向上させる必

要がある。 

○自発的な防災活動の促進、地区防災計画制度の普及・啓発等により、市民の自発的

な防災活動に関する計画策定を促進する必要がある。 
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４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 
４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

〇災害時において迅速な情報収集及び情報伝達を行うことができるよう、老朽化

する防災行政無線など、既存の情報収集・伝達手法を見直し、新たな防災情報伝

達システムを構築していく必要がある。 

〇災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電・断水を想定した

市庁舎の自家発電施設の燃料の確保や水の確保について、再点検も含め、必要な

検討・対策を行う必要がある。 

〇災害時に必要な電力・通信の麻痺・機能停止を防ぐため、無電柱化を検討する必

要がある。 

 

 

４－２ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができ

ず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

〇災害時において迅速な情報収集及び情報伝達を図ることができるよう、老朽化

する防災行政無線など、既存の情報収集・伝達手法を見直し、新たな防災情報伝

達システムを構築していく必要がある。 

〇災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電・断水を想定した

市庁舎の自家発電施設の燃料の確保や水の確保について、再点検も含め、必要な

検討・対策を行う必要がある。 

〇災害情報をより多くの市民に伝えることができるよう、情報発信ツールの重層

化を図る。 

 

 

 

５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

〇事業者等における自主的な防災対策の推進を促すため、業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定を促進する必要がある。 

〇事業所の耐震化など、各事業所における耐災害性の向上のための取組を促進す

る必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに、被災した公共土木施設に対する応急復旧体制

を強化する必要がある。 
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５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持へ

の甚大な影響 

〇事業者等における自主的な防災対策の推進を促すため、業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定を促進する必要がある。 

○災害発生時に人員や物資など緊急輸送に係る交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸

送道路等の確保等の対象を検討及び橋梁耐震化を引き続き推進する必要がある。ま

た、迅速な道路啓開を展開できる態勢を確保するとともに、被災した公共土木施設に

対する応急復旧態勢を強化する必要がある。さらに、発災後でも社会経済活動を機能

不全に陥らせないために、市管理道路の整備推進など、事業化区間の早期供用に向

けた取組を進めるとともに、高規格幹線道路や直轄国道、地域高規格道路等の未事

業化区間の早期事業化に向けた取組を働きかけていく必要がある。 

○陸上輸送等、様々な輸送手段を活用した緊急輸送体制を検討する必要がある。 

○災害時における地域のエネルギー拠点となるサービスステーション・LPガス中核充填所

の災害対応力の強化を、訓練等を通じて促進する必要がある。 

○再生可能エネルギーや水素エネルギー、LP ガス等の活用、燃料電池・蓄電池、電気

自動車・燃料電池自動車から各家庭やビル、病院等に電力を供給するシステム等の

普及促進、スマートコミュニティの形成等を通じ、自立・分散型エネルギーの導入を促

進することにより、エネルギー供給源の多様化・分散化を図ることで、災害リスクを回避・

緩和させる必要がある。 

 

 

５－３ 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

〇事業者等における自主的な防災対策の推進を促すため、業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定を促進する必要がある。 

○火災、煙、有害物質等の流出により、周辺地域の生活、経済活動等に甚大な影響を及

ぼすおそれがあるため、関係機関による対策を促進する必要がある。 

 

 

５－４ 基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

〇主要幹線道路が分断された場合の代替ルートについて検討するとともに、計画

されている幹線道路の速やかな整備等を行う必要がある。 

〇地域住民の安全性と利便性の向上を図るための安全な道路空間及び道路ネット

ワークの整備を推進する必要がある。 

〇リニア中央新幹線は、東京・大阪間の二重系化による災害に強い国土形成等に大

きく貢献することが期待されることから、全線開業の早期実現に向けて、国や事

業者に働きかけていく必要がある。 
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５－５ 食料の安定供給の停滞 

〇発災直後に自活する備えとして、水や食料など個人備蓄に係る意識の浸透と定

着を目指して、啓発活動を実施する必要がある。 

〇災害時に想定される広域断水等の被害を最小限に抑えるため、送配水管のルー

プ化を図り、県や他市町の水道事業者の応援態勢を強化するとともに、水源地か

ら災害対策本部や避難所等の重要施設をつなぐ基幹管路や上水道施設などの耐

震化、震災対策を進める必要がある。 

〇浸水想定区域にある上水道施設の浸水被害を防止するため、その対策を検討し

ていく必要がある。 

 

 

５－６ 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

○上水道、工業用水道及び農業水利施設の耐震化を進めるとともに、県や他市町の水

道事業者間等との連携による人材やノウハウの強化等を進める必要がある。 

○大規模災害時に速やかに復旧するために広域的な応援体制を整備するとともに、雨水

の利用の促進に関する法律（平成 26年法律第 17号）に基づく雨水の利用や、再生水

の利用などの水資源の有効な利用等を普及・促進する必要がある。 

○気候変動等の影響により、今後さらなる渇水等の高頻度化・激甚化が進むと思われる

ため、関係者による情報共有を緊密に行うとともに、水循環基本法（平成 26 年法律第

16号）、「水循環基本計画」（令和 4年 6月 21日閣議決定）に基づき、既存ストックを

有効活用した水資源の有効利用、危機時の代替水源としての「井戸水」活用等に取り

組む必要がある。 

○老朽化が進む上水道、工業用水道、農業水利施設に対して、長寿命化も含めた維持

管理と機能強化を進める必要がある。 

 

 

 

６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 
６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ 

LP ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

○災害時におけるライフライン機能の維持確保、早期復旧を図るため、ライフライン関係

機関（電力、ガス、水道）との間で、各機関の災害対策について情報を共有する必要が

ある。 

○倒木による電線等の寸断を未然に防止するために、電力会社等と連携して、災害から

ライフラインを守る事前伐採を進める必要がある。 
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○エネルギー供給施設の災害に備え、関係機関による合同訓練の実施等を促進する必

要がある。 

 

 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

〇災害時に想定される広域断水等の被害を最小限に抑えるため、送配水管のルー

プ化を図り、県や他市町の水道事業者の応援態勢を強化するとともに、水源地か

ら災害対策本部や避難所等の重要施設をつなぐ基幹管路や上水道施設などの耐

震化を進める必要がある。 

〇浸水想定区域や土砂災害警戒区域にある上水道施設の浸水・土砂災害対策を進

める必要がある。 

〇災害時応援協定の締結等により、民間事業者等との災害時における広域連携・支

援体制を充実させていく必要がある。 

〇大規模災害時のリスク軽減のための危機管理対策の強化及び迅速な応急対応や

活動支援のための準備行動など、業務継続等に資する計画の策定に取り組む必

要がある。 

〇大規模災害時においても上水道施設の状況を適切に把握できるよう、施設間の

通信回線を強固なものにするとともに、中央監視化を進める必要がある。 

〇大規模災害時において自己水源では水を賄えない事態に備え、北中勢水道用水

供給事業や近隣市町から水の供給が受けられるよう、非常用管路を整備する必

要がある。 

 

 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

〇下水道・農業集落排水の汚水処理施設について、災害に強いインフラ整備を進め

るとともに、必要に応じた耐震化と機能強化を進める必要がある。 

〇大規模災害時のリスク軽減のための危機管理対策の強化及び迅速な応急対応や

活動支援のための準備行動など、業務継続等に資する計画の策定に取り組む必

要がある。 

〇汚水処理施設や管路について、必要な耐震診断及び耐震化を図る必要がある。 

〇ごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の長寿命化及び強靭化を図る必要が

ある。 
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６－４ 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

〇災害発生時には地域公共交通ネットワークが分断されるおそれがあることか

ら、輸送ルートを確保するため、地震、洪水、土砂災害等や施設老朽化及び耐震

補強対策を着実に進める必要がある。 

〇救助支援や支援物資の搬入のための複数支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化

対策や橋梁長寿命化対策を行うとともに、優先順位を設け、迅速な復旧を行う必

要がある。 

〇豪雨等による災害や道路冠水による通行止めなどの通行不能を未然に防止する

ため、落石や冠水、路面陥没や橋梁欠損等の危険がある要対策箇所についての点

検を実施し、変状等が確認された箇所の必要な対策を実施する必要がある。 

〇主要幹線道路が分断された場合の代替ルートについて検討するとともに、計画

されている幹線道路の速やかな整備等を行う必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに、複数の支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化対

策や橋梁長寿命化対策をする必要がある。 

 

 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

〇災害応急対策期における災害対策機能を継続させるため、停電等を想定した庁

舎自家発電施設の燃料の確保方策について、再点検も含め、必要な検討・対策を

行う必要がある。 

〇災害時に必要な電力・通信の麻痺・機能停止を防ぐため、無電柱化を検討する必

要がある。 

〇災害時応援協定の締結等により、民間事業者等との災害時における広域連携・支

援体制を充実させていく必要がある。 

 

 

７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

〇常備消防の体制及び装備資機材、消防設備の整備、消防力の更なる充実強化を図

る必要がある。 

〇消防団や自主防災組織の研修・訓練等の充実強化を図るなど、ソフト対策を組み

合わせ、体制、人材等の向上を図る必要がある。 

〇地域の安全を確保する消防団活動を継続させるため、消防団への入団促進、活動

環境の整備、装備の改善など消防団活動の更なる充実強化と団員に対する安全

対策を徹底していく必要がある。 
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〇地震発生時において消火栓が使用できないことが想定されることから、耐震性

貯水槽の整備を図る必要がある。 

〇空き家対策による倒壊の防止や、狭あい道路の解消を進めることで、避難路の閉

塞などに伴う二次災害の防止を図る。 

 

 

７－２ 沿線･沿道の建物倒壊に伴う閉塞及び交通麻痺 

〇避難路等における建物やブロック塀、道路付属物などの倒壊による被害や通行

不能を回避するため、避難路周辺における住宅や建築物やブロック塀の耐震化

をはじめ、狭あい道路の解消及び屋外広告板や道路付属物、窓ガラス等の落下防

止や倒壊対策を促進する必要がある。 

〇物資を円滑に輸送するため、国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開

を行える体制を整えるとともに、複数の支援ルートを確保しつつ、舗装老朽化対

策や橋梁長寿命化対策をする必要がある。 

〇空き家は地震による倒壊等により避難路の閉塞や災害など二次災害につながる

恐れがあるため、平時から空き家対策を行う必要がある。 

〇災害時の電柱倒壊による交通麻痺を防ぐため、無電柱化を検討する必要がある。 

 

 

７－３ ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流

出による多数の死傷者の発生 

〇農業用ため池や地滑り防止施設のうち、大規模地震等で崩壊した場合に人命等

に被害がおよぶ施設について、耐震化を進めるとともに、ため池決壊時の被害を

最小化するため、貯水量の調整やハザードマップを作成・公表していく必要があ

る。 

 

 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

〇有害物質の大規模拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止する取

組を進める必要がある。 

〇高圧ガス等の漏洩を防止するための耐震対策を促進する必要がある。 

〇取水施設への有害物質の流入を防止する必要がある。 
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７－５ 農地・森林等の被害による土地の荒廃 

〇地域コミュニティの脆弱化により、地域防災力・活動力の低下が懸念されるた

め、農地・農業水利施設等の地域資源について、適切な保全管理や自立的な防

災・復旧活動が行われる体制を整備する必要がある。 

〇森林の整備及び保全等を適切に実施しなければ、森林が有する国土保全機能（土

砂災害防止、洪水緩和等）が損なわれ、山地災害の発生リスクも高まるため、適

切な間伐等の森林整備や林道橋等の老朽化対策、効果的な治山対策など、地域コ

ミュニティ等との連携を図りつつ、森林の機能が発揮されるための対応をとる

必要がある。 

〇森林等の整備にあたっては、鳥獣害対策を徹底した上で、地域に根ざした植生を

用いるなど、自然と共生した多様な森林づくりを進める必要がある。 

 

 

 

８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

〇発災後の災害廃棄物処理を適正かつ迅速に行うために、災害廃棄物処理計画の

検証と必要な見直しを進めていく必要がある。 

〇ごみ溶融処理施設について、老朽化対策とあわせ、災害対応力を強化していく必

要がある。 

〇災害廃棄物や発生土砂の仮置場について、市有地を中心に、平時活用と災害時対

応の両面を考慮し、予め選定・確保しておく必要がある。 

 

 

８－２ 復興を支える人材等 （専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通

した技術者等）の不足により復興が大幅に遅れる事態 

〇被災建築物応急危険度判定について、判定実施本部と判定士との連絡調整を担

う被災建築物応急危険度判定コーディネーターを確保する必要がある。 

〇宅地被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、宅地の二次災害を防止するため

実施する被災宅地危険度判定について、判定士を養成し、必要人数を確保する必

要がある。 

〇国、県、建設事業者の連携のもと、迅速な道路啓開を行える体制を整え、訓練を

実施していく必要がある。 

〇地震、洪水、土砂災害等の災害時に道路啓開等を担う建設業界における担い手や

技能労働者の確保対策が必要である。 
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８－３ 広域地盤沈下、液状化等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により･

復興が大幅に遅れる事態 

〇地盤沈下、液状化等の発生の恐れのある地域への周知や整備を行う必要がある。 

〇洪水等による被害軽減を図るため、河川堤防について、脆弱箇所の補強対策及び

耐震対策を河川管理者（国・県）などの関係機関に促していく必要がある。 

〇現地復元性のある地図を整備するため、地籍調査を推進する必要がある。 

〇地域の安全を確保する消防団活動を継続させるため、消防団への入団促進、活動

環境の整備、装備の改善など消防団活動の更なる充実強化と団員に対する安全

対策を徹底していく必要がある。 

 

 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有

形・無形の文化の衰退・損失 

○博物館等（歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等）における展示方法・収蔵方法等を

点検し、展示物・収蔵物の被害を最小限に留める必要がある。また、展示物・収蔵物の

ほか、各地の有形・無形の文化を映像等に記録し、保存する。 

〇市内には貴重な文化財が多く存在していることから、関係機関との連携を図りながら

各々の防災・減災対策を図る。 

〇文化財・遺構等の保存整備を進め、学習、活動の場として活用する。 

○地域づくりやコミュニティ力を強化するための取組として、ハザードマップの作成、防災訓

練等、防災の取組を充実させ、関係機関が連携しながら支援する。また、市内には多く

の外国人住民が生活していることから、さまざまな主体と連携した外国人住民向けの防

災訓練等の実施を通じて、将来、災害時に地域の支援者となりうる外国人住民の育成

につなげる必要がある。 

○一日も早い被災地の復興を進めていくためには、被災前の地域のコミュニティの継続性

を念頭に置いたうえで、復興に向けたさまざまなプロセスを確立し、円滑な復興支援を

行うための体制を検討する。また、被災地から学ぶ教訓やノウハウについて関係者と共

有するなど、震災復興に備えるための事前準備を進める必要がある。 

 

 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず、復興が

大幅に遅れる事態 

○災害後の円滑な復旧復興を確保するためには、地籍調査等により土地境界等を明確

にしておくことが重要となる。このため、南海トラフ地震等の大規模災害時に備えた復

旧・復興対策の推進や、インフラ整備の円滑化など、緊急性が高いと考えられる地区に

注力するとともに、新技術の導入や、基本調査の積極的な活用など、県と連携して効果
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的・効率的に実施する必要がある。 

○復興に向けた仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備に重要な役割を担う建設業にお

いては、若年入職者の減少、技能労働者の高齢化の進展等により、担い手不足が懸

念されるため、担い手確保・育成の観点から労働環境の改善等を図る必要がある。 

○復興に関する体制や手順の検討、災害が発生した際の復興課題を事前に把握し、復

興事前準備に取り組みやすい環境を検討する必要がある。 

○被災者の住まいの迅速な確保、生活再建のため、住家の被害認定調査の迅速化など

の運用改善や、発災時に対応すべき事項について、平常時及び発災時に説明会等を

通じて的確に周知していく必要がある。また、応急仮設住宅等の円滑かつ迅速な供給

方策等、まちづくりと連携した住まいの多様な供給の選択肢について、生活環境やコミュ

ニティの維持、高齢者などの避難行動要支援者等の見守り等の観点も踏まえて検討

し、方向性を示していく必要がある。 

 

 

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による市内

経済等への甚大な影響 

〇災害発生時において、県内外に正しい情報を発信するため、状況に応じて発信す

べき情報、情報発信経路をシミュレーションしておく必要がある。 

〇震災後における雇用の場の創出や各種給付金・貸付金制度の活用等について検

討整理する必要がある。 
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４．国土強靭化に向けた対応方策                              

 

（１）対応方策                                  

 脆弱性評価の結果を踏まえ、「起きてはならない最悪の事態」を回避するために取り

組むべき対応方策を示す。 

 なお、対応方策は、脆弱性評価結果との対比が簡易となるよう、また、施策に基づく

事業の進捗状況の取りまとめが柔軟にできるよう、リスクシナリオごとに整理している。 

 

１ 直接死を最大限防ぐ 
１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の

倒壊による多数の死傷者の発生 

 ●住宅・建築物の耐震化促進 

 ●火災予防の推進 

 ●沿道建築物等の倒壊防止 

 ●ブロック塀の補強・撤去の促進  

 ●市街地再開発による施設の耐震性向上 

 ●災害拠点施設の耐災害性の向上 

 ●空き家対策の推進 

 ●狭あい道路の解消 

 ●家具等の転倒防止対策の促進 

●耐震性貯水槽等の整備 

●常備消防力の充実強化 

●公園施設の適切な長寿命化対策の実施 

●大規模盛土造成地に対する耐震対策の実施 

 

 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死

傷者の発生 

 ●災害拠点施設の耐災害性の向上（再掲） 

●耐震性貯水槽の整備（再掲） 

●常備消防力の充実強化（再掲） 

●市街地再開発による防災拠点の整備 
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１－３ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

 ●防災マップの作成・配布 

 ●自主防災組織の育成・強化 

 ●地区防災計画の策定促進 

 ●市民に適切な気象情報・避難情報を発信できる体制の構築 

 ●総合的な防災情報システムの構築 

 ●河川・排水路・ため池等の整備推進及び堤防補強・河道掘削等の促進 

 

 

１－４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

 ●防災マップの作成・配布（再掲） 

 ●自主防災組織の育成・強化（再掲） 

●地区防災計画の策定促進（再掲） 

 ●土砂災害警戒区域の指定と安全対策の促進 

 ●市民に適切な気象情報・避難情報を発信できる体制の構築（再掲） 

 ●総合的な防災情報システムの構築（再掲） 

 

 

１－５ 避難行動の遅れに伴う多数の死傷者の発生 

 ●災害対策本部の機能強化 

●総合的な防災情報システムの構築（再掲） 

  ●災害拠点施設の耐災害性の向上（再掲） 

  ●登録制メールの加入促進 

  ●避難行動要支援者対策の推進 

 

 

２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環

境を確実に確保する 
２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供

給の停止 

 ●家庭内備蓄の促進 

 ●防災資機材や備蓄品の充実 

 ●備蓄倉庫の整備 

 ●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結 

 ●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備 

●舗装老朽化対策の実施 
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●橋梁長寿命化対策の実施 

 ●ヘリポートの確保や道路ネットワークの整備 

 ●上水道施設の耐震化及び送配水管等のループ化と耐震化 

 ●上水道施設の浸水被害防止対策の推進 

 

 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

 ●災害時における孤立可能性集落と外部の通信手段の確保 

●孤立集落等の発生を防ぐための代替ルートの確保 

 ●集落と幹線道路を結ぶ道路の整備 

●ヘリポートの確保や道路ネットワークの整備（再掲） 

 

 

２－３ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

 ●常備消防力の充実強化（再掲） 

 ●消防団の充実強化及び自主防災組織の育成・強化 

  ●大規模災害時における消防隊受援計画の継続的な見直し 

●防災関係機関との連携強化 

 

   

２－４ 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶  

●消防庁舎及び医療センターの耐災害性の向上 

 ●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

 

 

２－５ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）の発生、混乱 

 ●防災資機材や備蓄品の充実（再掲） 

 ●備蓄倉庫の整備（再掲） 

 ●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

 ●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備（再掲） 

●上水道施設の耐震化及び送配水管等のループ化と耐震化（再掲） 

 ●上水道施設の浸水被害防止対策の推進（再掲） 
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２－６ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能

の麻痺 

 ●医療センターにおける医療従事者や、水・医療品の平時からの確保 

 ●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

 ●医療関係機関との連携強化 

●舗装老朽化対策の実施（再掲） 

●橋梁長寿命化対策の実施（再掲） 

 

 

２－７ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

 ●避難所における感染対策体制の整備 

 ●汚水処理施設の整備及び機能強化の推進 

 ●ごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の耐災害性の向上 

 

 

２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の

悪化・死者の発生 

 ●避難所における良好な生活環境の確保（原則、スフィア基準とする） 

 ●要配慮者への対応 

●自発的な防災活動の促進 

●避難所における必要物資の確保 

●避難所以外での避難者に対する支援 

●被災者のケア体制の構築 

●防災拠点の耐震化 

●被災時の医療確保 

●発災後の住まいの多様な供給に向けた取組 

●被災者の生活支援に向けた取組 

●重要給水施設への管路の耐震化 

   

 

３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 被災による行政機能の大幅な低下による治安の悪化 

  ●防災・防犯関係機関等との連携強化 

●自主防災組織の育成・強化（再掲） 

●地域まちづくり協議会活動の活性化 
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３－２ 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

  ●安全かつ円滑な道路交通の確保 

 

 

３－３ 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

 ●市庁舎及び消防庁舎、医療センター、その他の公共・公益施設の耐災害性の向上 

 ●ごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の長寿命化及び強靭化 

●災害対策本部活動計画の継続的な見直し 

 ●職員の災害対応能力の向上 

 ●市職員、施設等のデジタル技術を活用した災害対応力の向上 

  ●医療センターの倒壊等に対応するため、代替施設の検討や関係機関の応援態勢の

強化 

●保有データの分散管理やバックアップの強化 

 

 

４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

 ●総合的な防災情報システムの構築（再掲） 

 ●市庁舎における非常用電源の確保及び水の確保 

●電力・通信確保のための無電柱化 

 

 

４－２ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、

避難行動や救助・支援が遅れる事態 

 ●災害対策本部の機能強化（再掲） 

●総合的な防災情報システムの構築（再掲） 

  ●災害拠点施設の耐災害性の向上（再掲） 

  ●登録制メールの加入促進（再掲） 

  ●避難行動要支援者対策の推進（再掲） 

 

 

５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

 ●企業における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定促進 

 ●各事業所における耐災害性の向上促進 

●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備（再掲） 
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５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への

甚大な影響 

●企業における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定促進（再掲） 

●燃料供給ルートの確保 

●エネルギー供給施設の災害に備えた訓練の実施等 

●ライフラインに係る防災対策の推進 

●自立・分散型エネルギーの導入促進 

 

 

５－３ 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

●企業における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定促進（再掲） 

●ライフラインに係る防災対策の推進 

 

 

５－４ 基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

 ●幹線道路の速やかな整備促進 

 ●幹線道路ネットワークの更なる充実と安全な道路空間の確保 

 ●リニア中央新幹線の整備促進 

 

 

５－５ 食料等の安定供給の停滞 

  ●企業及び個人の備蓄促進 

●上水道施設の耐震化及び送配水管等のループ化と耐震化（再掲） 

 ●上水道施設の浸水被害防止対策の推進（再掲） 

 

 

５－６ 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

  ●水道事業者間における連携の強化 

●広域的な応援体制の整備及び雨水等の利用等の推進 

●渇水に係る関係者による情報共有及び水資源の有効活用等の推進 

●上水道施設の機能強化 

 ●可搬式浄水施設・設備、給水車、給水タンク、防災用井戸の整備 
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６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ LP 

ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止   

  ●発変電所・送電線網等の災害対応力の強化 

●災害からライフラインを守る事前伐採の推進 

●指定公共機関等との合同訓練の実施 

●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

●企業における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定促進（再掲） 

 

 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

  ●上水道施設の耐震化及び送配水管等のループ化と耐震化（再掲） 

 ●上水道施設の浸水被害防止対策の推進（再掲） 

 ●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

●上水道危機管理マニュアル、ＢＣＰの策定 

●上水道施設間の通信のデジタル化と中央監視化 

●三重県北中勢水道供給事業及び他市町からの非常用供給管路の整備 

●濁水発生時に備えた浄水設備の強化、可搬式浄水施設・設備の整備 

 

 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

  ●汚水処理施設の整備及び機能強化の推進（再掲） 

 ●ごみ溶融処理施設、し尿処理施設及び斎場の長寿命化及び強靭化（再掲） 

●下水道ＢＣＰの策定 

 

 

６－４ 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

●必要なインフラの整備・保全 

●救助支援や支援物資の搬入のための支援ルートの確保 

●舗装老朽化対策の実施（再掲） 

●橋梁長寿命化対策の実施（再掲） 

 ●通行不能を未然に防ぐ落石、路面陥没や橋梁修繕等の危険がある要対策箇所の点 

検・対策 

 ●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備（再掲） 
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６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

●災害拠点施設の耐災害性の向上（再掲） 

 ●電力・通信確保のための無電柱化（再掲） 

●民間事業者や他自治体との災害時応援協定の締結（再掲） 

 

 

７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

 ●常備消防力の充実強化（再掲） 

●消防団の充実強化及び自主防災組織の育成・強化（再掲） 

●耐震性貯水槽等の整備（再掲） 

 ●空き家対策の推進（再掲） 

 

 

７－２ 沿線･沿道の建物倒壊に伴う閉塞及び交通麻痺 

 ●避難路周辺における住宅・建築物・ブロック塀、道路付属物の耐震化等 

 ●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備（再掲） 

●舗装老朽化対策の実施（再掲） 

●橋梁長寿命化対策の実施（再掲） 

 ●電柱倒壊による交通麻痺を防ぐための無電柱化 

 ●空き家対策の推進（再掲） 

 ●狭あい道路の解消（再掲） 

 

 

７－３ ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出

による多数の死傷者の発生 

 ●ため池の耐震化促進 

 ●ため池ハザードマップの作成・公表 

 

 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

 ●各事業所における耐災害性の向上促進（再掲） 
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７－５ 農地・森林等の被害による土地の荒廃 

 ●農地・農業用水利施設等の適切な保全管理等の体制整備 

 ●適切な間伐等による森林整備の推進 

 ●総合的かつ効果的な治山対策（鈴鹿川等源流域の保全） 

 ●鳥獣害対策の徹底 

 ●自然と共生した多様な森林づくり 

 

 

８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

 ●災害廃棄物処理計画の必要な見直し実施 

 ●ごみ溶融処理施設の耐災害性の向上 

●災害廃棄物の仮置場の検討・選定 

  

 

８－２ 復興を支える人材等 （専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者等）の不足により復興が大幅に遅れる事態 

 ●被災建築物応急危険度判定コーディネーターの確保 

 ●被災宅地危険度判定士の養成 

 ●関係機関等との連携による道路啓開体制の整備（再掲） 

 ●建設業界における担い手や技能労働者の確保 

 ●女性や外国人の活動を支える専門家の確保 

 

 

８－３ 広域地盤沈下、液状化等による広域･長期にわたる浸水被害の発生により復

興が大幅に遅れる事態 

 ●河川等の脆弱箇所の補強対策及び耐震対策の推進 

 ●関係機関による河川等の脆弱箇所の補強対策及び耐震対策の促進 

 ●消防団の充実強化 

 

 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・

無形の文化の衰退・損失 

 ●コミュニティ力を強化するための支援 

●地域コミュニティの維持・継続に配慮した震災復興に備えるための準備及び支援 
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●博物館等における被害の最小化 

●文化財の防災・減災対策の推進 

●文化財・遺構等の保存整備と活用 

 

 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず、復興が大

幅に遅れる事態 

 ●地籍調査の推進 

 ●建設業における人材の確保及び燃料供給のサプライチェーンの維持 

 ●復興の事前準備 

●被災者の生活再建に向けた支援 

 

 

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による市内経

済等への甚大な影響 

 ●市内外への正確な情報発信のための体制整備 

●災害発生時の被災地外に向けた情報発信 

●失業対策等 

●災害対応力の向上 

●平時における各種復興ビジョンの検討 
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 ５．計画の推進と進捗管理                              

 

（１）計画の推進                                

 国土強靭化の実現には、本市の職員をはじめ、国や県、近隣市町、自主防災組織や消

防団、民間事業者、地域組織、市民の一人ひとりが役割を担うという認識のもと、適切

な「自助」「共助」「公助」の役割分担のもとで計画推進を図る。 

 また、本計画の推進に当たっては、国土強靭化地域計画に基づき実施される取組に対

する国の交付金等を有効に活用することとする。（交付金等活用事業については、別途

管理） 

 

（２）計画の進捗管理                                 

 本計画の推進に当たっては、関連施策の進捗状況を適切に管理しながら、必要な改善

を図っていく。 

また、本計画の推進に資する事業については、本市が毎年度行う事務事業評価におい

て評価検証を行っていく。 

  

 


